





































































































1 年生22人， 2 年生52人， 3 年生30人， 4 年生30人であった。所属学科
は法学科 4 人，政治学科 5 人，経済学科 1 人，経営学科 3 人，哲学科 1
人，英米文学科 6 人，日本語日本文学科 4 人，フランス文学科 5 人，ド
イツ文学科 1 人，心理学科96人，数学科 3 人，物理学科 2 人，学科不明
2 人，社会人間専修 1 人であった。
使用測度　1.進路選択に対する自己効力感：Taylor&Betz (1983)のCareer 




















向である（安達，2001a）。回答は「 5 ＝あてはまる」から「 1 ＝あては
まらない」の 5 段階評定であった。3. 職業未決定：下山（1986）の作
成した職業未決定尺度，全39項目を使用した。この尺度は，「未熟」 7
項目，「混乱」 8 項目，「猶予」 7 項目，「模索」 6 項目，「安直」 7 項目，「決
定」 4 項目の 6 つの下位因子から構成されている。回答は「 3 ＝あては















志向」10項目(α＝.840)，「上位志向」 9 項目(α＝.861)，「挑戦志向」 8
項目(α＝.680)に基づいて分析を行った。そして，職業未決定尺度も下
山（1986）で抽出された 6 因子を用いた。信頼性係数はそれぞれ「未熟」
7 項目(α＝.836)，「混乱」 8 項目(α＝.797)，「猶予」 7 項目(α＝.691)，「模










































































も示され（F(3, 126)=5.130, p<.01）， 2 年生と 4 年生の間に有意差が認め
られた（ 4 年生＞ 2 年生）。職業未決定の下位因子では性別による主効
果は認められなかったが，学年による主効果は 4 つの因子，「未熟」，「混
乱」，「模索」，「決定」において示された。「未熟」では 1 年生， 2 年生，
4 年生間に有意差が見られた（F(3, 126)=2.964, p<.05, 1 年生＞ 2 年生＞
4 年生）。「混乱」では 3 年生，2 年生，4 年生において有意差が見られ，
3 年生が最も高く，次いで 2 年生， 4 年生と示された（F(3, 126)=4.820, 
p<.01）。「決定」においては 2 年生と 4 年生の間に有意差が見られ（F(3, 
126)=2.832, p<.05）， 4 年生の方が高い値を示している。そして「模索」
では 2 ， 3 ， 4 年生間に有意差が見られ（F(3, 126)=5.563, p<.01， 2 年
生＞ 3 年生＞ 4 年生），さらに性別と学年別の交互作用も認められた
（F(3, 126)=2.878, p<.05）。男性では 2 年生， 4 年生， 1 年生間に有意差
があり（ 2 年生＞ 4 年生＞ 1 年生），女性では 4 学年間に有意差が見ら























































































































示され，多重比較により 2 年生と 4 年生の間に有意差が見られ， 2 年生








1 年生， 2 年生，そして 4 年生の間に有意な差が見られた。入学間もな
い 1 年生にとって職業決定が未熟な段階であるのは当然とも言え， 1 ，
大学生の進路選択に対する自己効力感，就業動機，および職業未決定の関係
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2 年生に比べ 4 年生が有意に低かったことも，4 年生が就職活動を終え，
職業決定をすでにしていることからも自然であると言える。「混乱」で
は 3 年生，2 年生，4 年生において有意差が見られ，3 年生が最も高かっ
た。これから就職活動を迎える 3 年生にとっては，現実的に職業決定が
出来るのか不安にになっていることがわかる。「模索」では 2 年生， 3
年生， 4 年生の間に有意差が示され， 2 年生が最も高い値となった。 2
年生では職業決定に必要な情報を集めて判断している時期であることが









男性では 1 年生が最も低く， 2 年生で最も高い値となった。一方女性は
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A study of the relationship among Career Decision-Making Self-Effi cacy, 
Vocational motives, and Vocational indecisions.
AKIYAMA, Fumiko
The purpose of this study was to examine relationship among Career Decision-
Making Self-Effi cacy (CDMSE), vocational motives and vocational indecisions. 
Participants were 134 undergraduate students (43 men, 91 women; 22 fi rst-
year, 52 second-year, 30 third-year and 30 fourth-year). Vocational motives 
consisted of 4 subscales of “exploring”, “challenging”, “interpersonal” and 
“status” motives. Vocational indecision scale included 5 aspects of indecisions 
(“immaturity”, “confusion”, “easiness”, “moratorium” and “exploration”) 
and “decidedness”. Results of hierarchical regression analysis showed that ① 
CDMSE→ “exploring motive” →“decidedness”. Otherwise, ② CDMSE→ 
“status motive” → “easiness” and “moratorium”. These fi ndings suggested that 
CDMSE related to vocational motives and vocational indecisions. Only when 
CDMSE infl uenced on “exploring motive”, career decidedness was identifi ed. 
But, in the case of “status motive”, high CDMSE indicated career indecision. 
Therefore, the discussion revealed the importance of CDMSE and “exploring 
motive” to career decidedness.
（心理学専攻　博士前期課程 2 年）
